
No. 分野 取り組み名称 事業内容
寄附可能額

（千円）
担当課室名

1
子育て

公共交通

おもてなし電・バスで子育て世帯を全力

応援!

公共交通を利用しやすい環境づくりを

進めます

「子どもが騒がないか心配」など、公共交通の利用に不安を抱える子育

て世帯が気軽に安心して乗車できるよう、４つのおもてなし施策を通じ

て利用しやすい環境づくりを進めます。

1,700 都市交通課

2 産業

企業が育ち、地域が育つまちへ!

豊橋の未来を担う産業人材の育成を

支援します

地域事業者の生産性向上に向け、①学びの機会の提供　②人材育

成に関する相談窓口の開設　③学びの意識を醸成する交流の場の創

出　④「人材育成推進宣言企業」の認定といった新たな学びの仕組み

を一体的に構築することで、リスキリングを中心とした学びと交流の好循

環を生み出し、社会環境の変化に対応できる主体性のある産業人材

の育成を支援します。

39,600 産業政策課

3
教育

子育て

小中学校の給食費を半額軽減し子育

て世帯を全力応援します

学校給食費の半額を市が負担することを通して、子育て世帯の経済

的な負担を軽減し、子育てしやすい環境づくりを推進します。
540,400 保健給食課

4 産業

農業系スタートアップは豊橋へ!農業系

スタートアップとの連携を強化し、農業

振興に取り組みます

新サービスの創出をめざすプロジェクト、「豊橋アグリミートアップ」の取組

みを推進します。実証に最適なフィールド提供により、農業分野で革新

的なサービス開発に取り組む企業を呼び込みます。これにより、本市の

農業者の課題を解決し、持続可能な農業の実現をめざします。

14,700
地域イノベーション推

進室

5 まちづくり

「豊かな自然とともに次代へつなぐ交流

の郷」の実現に向け、北部地域のまち

づくりを進めます

令和５年度に策定した豊橋新城スマートＩＣ（仮称）周辺土地利

用構想に基づき、４つの北部地域のまちづくり戦略を柱として、地域の

活性化に向けたまちづくりを進めます。

また、さらなる推進を図るために北部地域活性化推進室を設置し、土

地利用構想で示す５つのゾーンにおける地域活性化に資する取組み

について、地域住民と意見交換を重ねながら検討を進めます。

27,400
北部地域活性化推

進室

6 魅力発信
豊橋市が舞台の作品を活用した情報

発信

豊橋市の魅力を伝えるご当地漫画「だもんで豊橋が好きって言っとる

じゃん！」と2024年にアニメ化が予定されている「負けヒロインが多すぎ

る！」を活用して、本市の魅力を市内外に効果的に情報発信します。

1,500 広報戦略室

7
地域

防犯

防犯対策を強化!犯罪のないまち「とよ

はし」をめざします

地域防犯力や防犯意識の向上のため、警察及び地域住民や学校な

どと連携協力し、総合的な防犯対策を実施します。また、令和６年度

からの４年間で防犯カメラ1,000台の設置をめざします。

32,300 安全生活課

8 科学教育
科学教育推進のための拠点づくりをス

タートします

より多くの人々へ体験を通した質の高い学びの機会を提供し、人材の

育成につなげるため、視聴覚教育センター・地下資源館・自然史博物

館・動植物園の機能を整理していくための基本計画を策定し、効果的

な科学教育を推進します。

1,500 科学教育センター

9
外国人

多文化

誰もが活躍できるまちをめざして!日本

語教育支援と外国人市民対応を充

実・強化します

外国人市民が安心して生活し、自身の能力を開発しながら地域社会

で活躍できるよう、日本語教育支援及び外国人市民対応を充実・強

化します。

900 多文化・共生国際課

10 環境

市民・事業者と一丸となって脱炭素に

取り組みます

～未来を担う次世代へ、安全・安心な

環境をつないでいこう～

2050年の「ゼロカーボンシティとよはし」をめざすため、公共施設のゼロ

カーボンに資する設備導入をはじめ、市民・事業者が脱炭素について

前向き、かつ自分ごととして行動するための情報発信や支援策を充実

させ、市域全体で一丸となって取り組みます。

6,700
ゼロカーボンシティ推進

課

令和６年度　豊橋市企業版ふるさと納税対象事業一覧（主なもの）

【お問い合わせ先】豊橋市企画部政策企画課

〒440-8501 愛知県豊橋市今橋町１番地

電話番号：0532-51-2180

メールアドレス：seisakukikaku@city.toyohashi.lg.jp

※時期によっては事業が終了していたり、変更となっている場合がございます。

※上記以外の事業への寄附を希望される場合は、政策企画課までご相談ください。


